
制定２７食産第５５１６号
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改正　平成２８年１０月１１日　２８食産第２７２３号
改正　平成２９年　３月３１日　２８食産第６１０６号
改正　平成３０年　３月２８日　２９食産第５４２０号
改正　平成３１年　３月２９日　３０食産第４６１３号

第１　趣旨
　　人口減少、少子高齢化等により国産農産物等の需要の低下が懸念されている。その一方で、
　今後、特に経済成長が目覚ましい新興国を中心に世界の食の市場規模は大きく拡大していく
　ことが見込まれている。 
　　こうした国内外の社会・経済的環境の変化を受け、「農林水産業・地域の活力創造プラン」
　（平成25年12月農林水産業・地域の活力創造本部決定）や新たな「食料・農業・農村基本計
　画」（平成27年３月閣議決定）に基づき、国内においては、和食文化の継承をはじめとした
　食育活動、地産地消など国産農産物等の消費拡大に向けた活動を推進するとともに、国産農
　産物等の大きな需要先である外食・中食産業の生産性の向上等の促進を図ることが重要とな
　っている。
　　本事業は、こうした国産農産物等の新たな需要の開拓に資する施策を一体的かつ総合的に
　推進することとする

第２　目的
　　日本食・食文化の魅力発信等を通じて、国産農産物等の新たな需要開拓を進めるとともに、
　国産農産物等の魅力に関する理解の向上を図り、もって国産農産物等の消費拡大を図ること
　を目的とする。

第３　事業の種類等
　　本事業において実施する事業の種類及び内容並びに事業実施主体は、別表に掲げるとおり
　とする。

第４　事業の実施
　　事業の採択基準については、食料産業局長が別に定める。

第５　事業実施計画
　１  事業実施計画の作成及び承認

事業実施主体は、食料産業局長が別に定めるところにより、事業実施計画を作成し、食
　　料産業局長に提出して、その承認を受けるものとする。
　２　事業実施計画の変更又は中止若しくは廃止

事業実施計画の変更（食料産業局長が別に定める重要なものに限る。）又は中止若しく
　　は廃止については、１に準じて行うものとする。

第６　国の助成措置
　　国は、毎年度、予算の範囲内において、本事業の実施に必要な経費について、別に定める
　ところにより補助するものとする。

第７　報告
　　事業実施主体は、食料産業局長が別に定めるところにより、食料産業局長に対し、事業の
　実施状況等を報告するものとする。
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第８　収益納付
　１　事業実施主体は、食料産業局長が別に定めるところにより、食料産業局長に対し、当該
　　事業の実施に伴う企業化等による収益の状況を報告するものとする。
　２　食料産業局長は、１の報告を受けた場合において、当該事業の実施により事業実施主体
　　に相当の収益が生じたと認めるときは、食料産業局長が別に定めるところにより、交付さ
　　れた補助金の全部又は一部に相当する金額について、事業実施主体に対し、納付を命ずる
　　ことができるものとする。

第９　その他
　１　食料産業局長は、事業実施主体に対し、この事業に関して必要な報告を求め、又は指導
　　を行うことができるものとする。
　２　事業の実施に当たっては、事業の種類、内容等に即して農山漁村の男女共同参画社会の
　　着実な形成を図るために「男女共同参画推進指針」（平成11年11月１日付け11農産第6825
　　号経済局長、統計情報部長、構造改善局長、農産園芸局長、畜産局長、食品流通局長、農
　　林水産技術会議事務局長、食糧庁長官、林野庁長官、水産庁長官通知）に基づく対策の着
　　実な推進に配慮するものとする。
　３　本事業の実施につき必要な事項は、この要綱に定めるもののほか、食料産業局長が別に
　　定めるところによるものとする。

附　則
１　この要綱は、平成28年４月１日から施行する。
２　日本の食魅力再発見・利用促進事業実施要綱（平成25年５月16日付け25政第32号）は、廃
　止する。なお、廃止前の同要綱により平成27年度までに又はその翌年度以後に繰り越して実
　施した事業については、なお従前の例による。
３　国産農畜産物・食農連携強化対策事業（食育推進事業）実施要領（平成20年４月１日付け
　19消安第14410号）は、廃止する。なお、廃止前の同要領により平成27年度までに実施した事
　業については、なお従前の例による。

附　則
１　この要綱は、平成28年10月11日から施行する。
２　この通知による改正前の本要綱により実施した事業については、なお従前の例による。

附　則
１　この要綱は、平成29年４月１日から施行する。
２　この通知による改正前の本要綱により実施した事業については、なお従前の例による。

附　則
１　この要綱は、平成30年４月１日から施行する。
２　この通知による改正前の本要綱により実施した事業については、なお従前の例による。

附　則
１　この要綱は、平成31年４月１日から施行する。
２　この通知による改正前の本要綱により実施した事業については、なお従前の例による。



別表（第３関係）

国産農産物消
費拡大対策事
業

国産農産物消
費拡大事業

 日本の食 1 　食の魅力発掘による消費拡大のための国民運動推進事 (1) 食料産業局長が
　消費拡大   業 別に定める者から
　国民運動 　　国産農林水産物の消費拡大や消費者と生産者の絆を深 公募により選定さ
　推進事業 　めるため、民間事業者等と連携して開催する体験・ふれ れた団体

　あい型の大型イベントやコンテスト等を実施する。

２　地域の食の絆強化推進運動事業 (2) 食料産業局長が
　　学校等の施設給食への地場産農林水産物の利用拡大を 別に定める者から
　促進するためのコーディネーター等の専門的な人材の育 公募により選定さ
　成、派遣等を実施する。 れた団体

事業の種類 事　業　の　内　容 事 業 実 施 主 体
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